
資料２ 

 

これまでの制度検討状況と今後の予定 

 

○ 削減義務実施に向けた専門的事項等検討会（計７回開催） 

・ 令和４年 ９月 22 日 第１回検討会 

 

 
 
 

・ 令和４年 11 月 15 日 第２回検討会 

 
 
 
 
 

 

・ 令和４年 12 月 20 日 第３回検討会 

 

 
 
 
 
 

・ 令和 5 年 2 月 １日 第４回検討会 

 

・ 令和 5 年 ３月 ３日 第５回検討会 

 

 

 
 
 
 

・ 令和 5 年 ４月 28 日 第６回検討会 
  
・ 令和 5 年 ５月 22 日から 6 月 20 日  

         パブリックコメント               

 

 

 

・ 令和 5 年 ８月 ４日 第７回検討会 

 
 

 
最終案の公表（条例改正が必要な事項は環境確保条例の改正手続きへ） 

・都を取り巻く動向、都が目指す将来像について 

・東京都キャップ＆トレード制度の概要と 

制度対象事業所の CO2 削減実績について 

・第四計画期間の東京都キャップ＆トレード制度について 

・地球温暖化対策報告書制度の概要と制度強化について 

・第四計画期間の東京都キャップ＆トレード制度における 

  ①削減義務率の設定について 

  ②再エネの利用拡大について 

  ③トップレベル事業所の認定制度について 

・地球温暖化対策報告書制度の制度強化 

（達成水準）について 

・第四計画期間の東京都キャップ＆トレード制度における 

  ①第２回専門的事項等検討会からの変更事項について 

  ②削減義務率の設定等について 

  ③トップレベル事業所の認定制度について 

・地球温暖化対策報告書制度の制度強化 

（公表等）について 

・第四計画期間の東京都キャップ＆トレード制度及び地球 

温暖化対策報告書制度の検討に関する意見表明について 

・第四計画期間の東京都キャップ＆トレード制度における 

  ①第四計画期間の主な改正点等について 

  ②トップレベル事業所の認定制度について 

  ③第４回専門的事項等検討会における事業者・団体 

からの意見及び都の考え方について 

・地球温暖化対策報告書制度の制度強化 

（改正点整理）について 

 
・中間とりまとめ（各制度における改正事項の整理） 

 

・パブリックコメントを踏まえた各制度の改正案について 

 

 

＜意見提出総数（概要）＞ 

  ①キャップ＆トレード制度 

100 件(17 事業者(個人含む)・60 件/４団体・40 件) 

  ②地球温暖化対策報告書 

13 件(４事業者・10 件/２団体・３件) 

 


